
議案第２３号 

 

令和２年度 印南町水道事業会計予算 

 

 

 （総 則） 

第１条 令和２年度印南町水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1)給水戸数                               ３，９００戸 

 (2)年間総給水量           １，００３，７５０  

 (3)一日平均給水量              ２，７５０  

 

 （収益的収入及び支出）       

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

   収  入 

 第１款 事業収益         ２０２，６７１千円 

  第１項 営業収益        １３４，９９５千円 

  第２項 営業外収益        ６４，７３３千円 

  第３項 特別利益          ２，９４３千円 

 

   支  出 

 第２款 事業費          ２２０，２４０千円 

  第１項 営業費用        １９６，６０３千円 



  第２項 営業外費用        ２３，５８６千円 

  第３項 特別損失             ５１千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額３８，３７１千円は、引継現金３８，３７１千円で補てんするも

のとする。)    

 

    収  入 

 第３款 資本的収入        １２６，３５２千円 

  第２項 国庫補助金         ６，２５０千円 

  第３項 固定資産売却代金          １千円 

  第４項 他会計出資金        ９，３００千円 

  第５項 他会計負担金       １１，４００千円 

  第６項 企業債          ３５，９００千円 

  第７項 他会計補助金       ６３，５０１千円 

 

   支  出 

 第４款 資本的支出        １６４，７２３千円 

  第１項 建設改良費        ６５，０８３千円 

  第２項 企業債償還金       ９９，６４０千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 



起債の目的  限  度  額（千円） 起債の方法 利   率  償還の方法  

水 道 事 業 債  ３５，９００ 証書借入  

年 ３ ． ０ ％ 以 内  

（ た だ し 、 利 率 見 直 し 方 式

で 借 り 入 れ る 政 府 資 金 及 び

地 方 公 共 団 体 金 融 機 構 資 金

に つ い て 、 利 率 見 直 し を 行

っ た 後 に お い て は 、 当 該 見

直 し 後 の 利 率 ）  

政 府 資 金 に つ い て は 、 そ の 融

資 条 件 に よ り 、 銀 行 そ の 他 の

場 合 に は そ の 債 権 者 と 協 定 す

る も の に よ る 。 た だ し 、 企 業

財 政 そ の 他 の 都 合 に よ り 繰 上

償 還 又 は 低 利 に 借 換 え す る こ

と が で き る 。  

 

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め 

る。 

（１）営業費用と営業外費用との間 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

い。 

 

（１）職員給与費          １０，５１１千円 

 



（他会計からの補助金） 

第９条 統合水道に係る統合前の簡易水道の建設改良のために発行された企業債の元利償

還金に要する経費について一部を充当するため一般会計からこの会計へ補助を受ける額

は、７１，４８６千円である。 

 

（たな卸資産購入限度額） 

第１０条 たな卸資産の購入限度額は、２，０００千円と定める。 

 

 

 

                                 令和２年３月１２日 提 出 

印南町長 日 裏 勝 己 



 

 

令和２年度 印南町水道事業会計予算附属明細書 

 

 

 

１．令和２年度 印南町水道事業会計予算実施計画 

２．令和２年度 印南町水道事業予定キャッシュ・フロ－計算書 

３．給与費明細書 

４．令和２年度 印南町水道事業予定貸借対照表 

５．令和元年度 印南町水道事業予定損益計算書 

６．令和元年度 印南町水道事業予定貸借対照表 

７．工事請負費明細書 



　　収益的収入及び支出

収　入
　（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

1.水道事業収益 202,671

1.営業収益 134,995

1.給水収益 132,600

水 道 料 金 132,600

2.その他の営業収益 2,395

雑 収 益 2,395

2.営業外収益 64,733

1.受取利息及び配当金 242

預 金 利 息 242

3.他会計補助金 7,985

他 会 計 補 助 金 7,985

4.加入負担金 1,760

加 入 負 担 金 1,760

6.長期前受金戻入 54,546

19,540

545

10,478

23,983

8.雑収益 200

雑 収 益 200

3.特別利益 2,943

2.その他特別収益 2,942

長 期 前 受 金 戻 入 2,942

長 期 前 受 金 戻 入 54,546

起債分

工事負担金

県補助金

国庫補助金

１．令和２年度印南町水道事業会計予算実施計画

備　　考

起債分（過年度収益化）

消火栓等維持管理費負担金

一般会計補助金（利子償還分）



収　入

款　　 項 目 節 予定額

3.過年度損益修正益 1

過 年 度 損 益 修 正 益 1

備　　考



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額

2.事業費 220,240

1.営業費用 196,603

1.原水及び浄水費 57,165

通 信 運 搬 費 1,781

1,395

1,060

修 繕 費 6,000

薬 品 費 3,500

材 料 費 500

受 水 費 23,309

6

32

12

10

光 熱 水 費 19,560

2.配水及び給水費 22,052

1,565

500

賃 借 料 40

修 繕 費 11,407

光 熱 水 費 5,040

材 料 費 3,500

委 託 料 2,065
配水池清掃料

水質検査料

委 託 料 2,455
電気保安料手数料

水質検査料

手 数 料 60

検便代

浄化槽維持管理費

浄化槽清掃費

浄化槽水質検査料

修繕費

土地借上料

薬品代

川辺町周辺土地改良区共同物件管理費

修繕費

備　　考

テレメーター



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額 備　　考

4.総係費 25,061

給 料 5,305

1,381

198

34

138

500

賞 与 引 当 金 繰 入 額 714

1,312

796

法定福利費引当金繰入額 133

200

50

駐車場代 10

410

4,126

1,240

備 消 耗 品 費 520

燃 料 費 480

印 刷 製 本 費 350

300

300

5,366報 償 費
休日水道施設管理料

水道メーター検針料

郵送料
600通 信 運 搬 費

電話料

公用車燃料費

2,108法 定 福 利 費
職員共済組合負担金

職員退職手当負担金

670旅 費

研修旅費

通行料

普通旅費

手 当 等 2,251

時間外勤務手当

住居手当

通勤手当

扶養手当

消耗品費

2名

期末勤勉手当



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額 備　　考

330

687

1,430

808

500

50

601

278

42

93

1

435

300

保 険 料 18

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 768

191

32

5.減価償却費 92,324

有形固定資産減価償却費 91,239

無形固定資産減価償却費 1,085

6.資産減耗費 1

た な 卸 資 産 減 耗 費 1

手 数 料 550
口座振替手数料

公用車法定点検手数料

223雑 費
購読料

図書代

879賃 借 料
公用車リース料

水道料金システムリース料

871負 担 金

研修参加負担金

非常勤公務災害補償組合
負担金

日本水道協会負担金

県水道協会負担金

切目川ダム管理負担金

3,255委 託 料

会計・マッピングシステム
保守料

公営企業会計制度支援業務

水道料金調定システム保守料

電算プログラム修正料

公用車損害保険料

建物・構築物・機械・装置等

水利権



支　出
　（単位 ： 千円）

款 項 目 節 予定額 備　　考

2.営業外費用 23,586

15,536

企 業 債 利 息 15,436

一 時 借 入 金 利 息 100

2.雑支出 50

そ の 他 雑 支 出 50

8,000

消費税及び地方消費税 8,000

3.特別損失 　 51

1.固定資産売却損 1

固 定 資 産 売 却 損 1

6.過年度損益修正損 50

過 年 度 損 益 修 正 損 50

3.消費税及び地方消費
　税

1.支払利息及び企業債
  取扱諸費

過年度水道使用料還付金

企業債償還利息



収　入
（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

3.資本的収入 126,352

2.国庫補助金 6,250

1.国庫補助金 6,250

国 庫 補 助 金 6,250

3.固定資産売却代金 1

1.固定資産売却代金 1

固 定 資 産 売 却 代 金 1

4.他会計出資金 9,300

1.他会計出資金 9,300

他 会 計 出 資 金 9,300

5.他会計負担金 11,400

1.他会計負担金 11,400

他 会 計 負 担 金 11,400

6.企業債 35,900

1.企業債 35,900

9,400

26,500

7.他会計補助金 63,501

1.他会計補助金 63,501

他 会 計 補 助 金 63,501

35,900企 業 債

印南浄水場非常用発電機設置
事業

印南町未来投資事業負担金

一般会計補助金（元金償還分）

水利施設等保全高度化事業

一般会計出資金（災害対策分）

　　資本的収入及び支出

備　　考



支　出
（単位 ： 千円）

款　　 項 目 節 予定額

4.資本的支出 164,723

1.建設改良費 65,083

1.配水設備改良費 62,983

11,400

25,000

負 担 金 26,583

2.資産購入費 2,100

量 水 器 100

備 品 購 入 費 2,000

2.企業債償還金 99,640

1.企業債償還金 99,640

企 業 債 償 還 金 99,640

36,400工 事 請 負 費

印南地区配水管布設工事

備　　考

水利施設等保全高度化事業負担金

企業債償還元金

印南浄水場非常用発電機設置工
事費



（単位：円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △14,070,000

減価償却費 92,324,000

固定資産除却費 0

固定資産売却損益 1,000

貸倒引当金の増減額(△は減少） 768,000

賞与引当金の増減額(△は減少） 23,000

法定福利費引当金の増減額(△は減少） 4,000

長期前受金戻入額 △57,488,000

受取利息及び配当金 △242,000

支払利息及び企業債取扱諸費 15,536,000

未収金の増減額（△は増加） 2,157,386

貯蔵品の増減額（△は増加） △1,818,000

未払金の増減額 △6,332,960

小　　　　　計 30,862,426

利息及び配当金の受取額 242,000

利息の支払額 △15,536,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 15,568,426

(令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

２．令和２年度印南町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書



２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △59,470,000

有形固定資産の売却による収入 1,000

無形固定資産の取得による支出 0

国庫補助金等による収入 6,250,000

負担金による収入 0

一般会計からの繰入金による収入 69,128,182

投資活動によるキャッシュ・フロー 15,909,182

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

一時借入金による収入 0

一時借入金返済による支出 0

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 47,500,000

建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △99,639,636

一般会計からの出資による収入 9,300,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △42,839,636

資金に係る換算差額 0

資金増減額 △11,362,028

資金期首残高 171,178,057

資金期末残高 159,816,029



給　料 職員手当 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

2 5,305 3,656 8,961 2,370 11,331

2 5,305 3,656 8,961 2,370 11,331

2 6,817 4,826 11,643 3,111 14,754

2 6,817 4,826 11,643 3,111 14,754

0 △ 1,512 △ 1,170 △ 2,682 △ 741 △ 3,423

0 △ 1,512 △ 1,170 △ 2,682 △ 741 △ 3,423

※前年度賞与引当金691千円含む

区　分 期末勤勉手当 扶養手当 通勤手当
時間外

勤務手当
住居手当 地域手当 宿日直手当 管理職手当

管理職
特別手当

計

本年度 2,786 198 34 500 138 3,656

前年度 3,590 516 58 500 162 4,826

比　較 △ 804 △ 318 △ 24 0 △ 24 0 0 0 0 △ 1,170

給　　与　　費
法定福利費 合　　計

前
年
度

本
年
度

資本勘定支弁職員

(単位：千円)

職員手当
の 内 訳

備　　考

合　計

資本勘定支弁職員

合　計

３.給与費明細書

比
較

(１) 総　括

合　計

損益勘定支弁職員

資本勘定支弁職員

損益勘定支弁職員

区　　分
職員数

損益勘定支弁職員



増減額

　　　（千円）

14

205

△ 1,731

126

その他の増減分 △ 1,112 会計間の職員異動による減
△ 986

説　　明区　分

期末勤勉手当支給率変更等による増

会計間の職員異動による減

昇給・昇格による増

(２) 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う増減分

増減事由別内訳

給　　料 △ 1,512

その他の増減分

昇給に伴う増加分

給与改定に伴う増減分

職員手当

　　　（千円）



事務・技術職（企業職）

平均給料月額 　（円） 219,150

平均給与月額 　（円） 235,550

平 均 年 齢　　（歳） 29.0

平均給料月額 　（円） 281,550

平均給与月額 　（円） 312,200

平 均 年 齢　　（歳） 34.0

  イ. 初任給

企   業   職 一般会計の制度

事務・技術職 （円） 一般職 （円）

高　　校　　卒 150,600 150,600

大　　学　　卒 182,200 182,200

区 　　　     　　　分 

区     分

令和2年 2 月 1 日現在

平成31年 2 月 1 日現在

 (３)　給料及び職員手当の状況

  ア. 職員一人当たり給与



  ウ. 級別職員数

級 職員数（人） 構成比（％） 級 職員数（人） 構成比（％）

7級 7級

6級 6級

5級 5級

4級 4級 1 50.0

3級 1 50.0 3級

2級 2級 1 50.0

1級 1 50.0 1級

計 2 100.0 計 2 100.0

区　　　分 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 7 級

企　　業　　職 主事 主査 係長・主任 課長補佐 副課長・主幹 課長 参事

企　　　　業　　　　職 企　　　　業　　　　職

令和2年
2月1日現在

平成31年
2月1日現在

区　　　分

(級別の標準的な職務内容)

区　　　分



  エ. 昇給

企　業　職 企　業　職

2 2

2 2

４号給 （人） 1 ４号給 （人） 1

５号給 （人） ５号給 （人）

６号給 （人） 1 ６号給 （人） 1

100.0 100.0

  オ. 期末手当、勤勉手当

支給率計

６月（月分） １２月（月分） （月分）

2.250 2.250 4.50

2.225 2.225 4.45

2.250 2.250 4.50

 昇給に係る職員数　　 　 　 　(B) 　（人）

 比　較                   　(B)／(A)（％）

区　　分
支給期別支給率

職制上の段階、職務の
級等による加算措置

前年度本年度

区　　　　　　分

 職  員  数　　 　　　　　  　(A)　 （人）

区　　　　　　分

本 年 度

前 年 度

 国 の 制 度

有

 職  員  数　　 　　　　　  　(A)　 （人）

 昇給に係る職員数　　　　　 　(B) 　（人）

有

有

備　　　考

 比　較                   　(B)／(A)（％）



２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最高限度額

（月分） （月分） （月分） （月分）

 支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

 国の制度
 （支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709 －

な　　し

な　　し

通　勤　手　当

同　

同　

同　

  カ. 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

     区    分

一般会計の制度との異同

備　　考その他の加算措置等

扶　養　手　当

住　居　手　当

  ケ. その他の手当

  キ. 地域手当　　　　　　　

  ク. 特殊勤務手当　　

区　　分
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7,599,418

資 産 合 計 2,454,267,028

貯 蔵 品 3,782,560

流 動 資 産 合 計 171,198,007

現 金 預 金 159,816,029

未 収 金 15,996,478

2,268,713,439

固 定 資 産 合 計 2,283,069,021

14,355,582

建 設 仮 勘 定 38,320,602

減 価 償 却 累 計 額 △ 104,441 810,559

減 価 償 却 累 計 額 △ 300,222,259 1,925,817,118

減 価 償 却 累 計 額 △ 86,315,246 175,261,260

４．令和２年度　印南町水道事業予定貸借対照表（当年度分）
（令和３年３月３１日）

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

工 具 、 器 具 及 び 備 品 915,000

建 物 6,325,326

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物 2,226,039,377

土 地 124,493,194

無 形 固 定 資 産

水 利 権 14,355,582

無 形 固 定 資 産 合 計

△ 2,314,620 4,010,706

機 械 及 び 装 置 261,576,506

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

貸 倒 引 当 金 △ 8,397,060
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負 債 合 計 2,034,348,968

収 益 化 累 計 額 △ 217,512,881

繰 延 収 益 合 計 902,903,464

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,120,416,345

流 動 負 債 合 計 110,236,098

法 定 福 利 費 引 当 金 133,000

引 当 金 合 計 847,000

未 払 金 8,679,574

引 当 金

100,709,524

企 業 債 合 計 100,709,524

流 動 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

固 定 負 債 合 計 1,021,209,406

1,021,209,406

企 業 債 合 計 1,021,209,406

固 定 負 債

企 業 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

負　債　の　部

賞 与 引 当 金 714,000
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資 本 合 計 419,918,060

負 債 資 本 合 計 2,454,267,028

利 益 剰 余 金 合 計 △ 90,358,518

剰 余 金 合 計 △ 90,358,518

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 △ 90,358,518

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

剰 余 金

資 本 金 510,276,578

資　本　の　部



単位：　円

1 営業収益

(1) 給水収益 125,148,366

(2) その他営業収益 2,345,000 127,493,366

2 営業費用

(1) 原水及び浄水費 50,764,177

(2) 配水及び給水費 19,390,536

(3) 総係費 23,716,614

(4) 減価償却費 94,319,103 188,190,430

△ 60,697,064

3 営業外収益

(1) 受取利息及び配当金 214,028

(2) 他会計補助金 8,588,000

(3) 加入負担金 2,004,400

(4) 長期前受金戻入 52,062,870

(5) 雑収益 20,000 62,889,298

4 営業外費用

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 16,515,447

(2) 雑支出 4,040,000 20,555,447 42,333,851

△ 18,363,213

５．令和元年度　印南町水道事業予定損益計算書（前年度分）

(平成３１年４月１日から 令和２年３月３１日まで)

営 業 利 益

経 常 利 益



5 特別利益

(1) その他特別収益 1,637,649

(2) 過年度損益修正益 3,240 1,640,889

6 特別損失

(1) 過年度損益修正損 7,524 7,524 1,633,365

△ 16,729,848

前年度繰越利益剰余金 △ 59,558,670

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金 △ 76,288,518

当 年 度 純 利 益
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６．令和元年度　印南町水道事業予定貸借対照表（前年度分）
（令和２年３月３１日）

（単位：円）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 6,325,326

土 地 124,493,194

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,735,620 4,589,706

構 築 物 2,215,675,741

減 価 償 却 累 計 額 △ 224,350,259 1,991,325,482

機 械 及 び 装 置 238,851,234

有 形 固 定 資 産 合 計 2,300,777,439

減 価 償 却 累 計 額 △ 71,586,246 167,264,988

建 設 仮 勘 定 12,234,510

工 具 、 器 具 及 び 備 品 915,000

減 価 償 却 累 計 額 △ 45,441 869,559

流 動 資 産

現 金 預 金 171,178,057

未 収 金 18,153,864

貸 倒 引 当 金 △ 7,629,060 10,524,804

貯 蔵 品 2,064,560

流 動 資 産 合 計 183,767,421

資 産 合 計 2,499,985,442

無 形 固 定 資 産

水 利 権 15,440,582

無 形 固 定 資 産 合 計 15,440,582

固 定 資 産 合 計 2,316,218,021
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負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

1,074,418,930建設改良費等の財源に充てるための企業債

企 業 債 合 計 1,074,418,930

固 定 負 債 合 計 1,074,418,930

99,639,636

企 業 債

企 業 債 合 計 99,639,636

引 当 金

流 動 負 債

建設改良費等の財源に充てるための企業債

引 当 金 合 計 820,000

未 払 金 15,405,534

法 定 福 利 費 引 当 金 129,000

賞 与 引 当 金 691,000

流 動 負 債 合 計 115,865,170

繰 延 収 益

長 期 前 受 金 1,045,038,163

負 債 合 計 2,075,297,382

収 益 化 累 計 額 △ 160,024,881

繰 延 収 益 合 計 885,013,282
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資　本　の　部

資 本 金 500,976,578

剰 余 金

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金 △ 76,288,518

減 債 積 立 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計 △ 76,288,518

負 債 資 本 合 計 2,499,985,442

剰 余 金 合 計 △ 76,288,518

資 本 合 計 424,688,060



７．工事請負費明細書

　（単位 ： 千円）

延　長 口　径

（ｍ） （㎜）

11,400

　（単位 ： 千円）

25,000

1 印南地区配水管布設工事

合　　計

合　　計

管路布設 380.0

　(２)　浄水設備工事

25,000

11,400印南 HPPEφ100

　(１)　配水設備工事

工　事　費路　線　名　等 位　置 工　種 管　種

路　線　名　等 位　置 工　種 工　事　費

1 印南浄水場非常用発電機設置工事 印南 機械設備一式



 
 

注 記 

Ⅰ．重要な会計方針 

地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 

１ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

   ・貯蔵品     先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

２ 固定資産の減価償却方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く。） 

・減価償却の方法  

定額法による。（ただし、水道事業の取替資産については取替法による。） 

・主な耐用年数 

建物     50 年 

構築物    40 年 

機械及び装置 10～20 年 

  （２）無形固定資産 

    ・減価償却の方法 

      定額法による。 

    ・主な耐用年数 

      水利権    20 年 

 

３ 引当金の計上方法 

（１）退職給付引当金 

     本町は、和歌山県市町村総合事務組合に加入しており、水道事業会計は、当該組合に負担金を拠出しているが、追加的な費用負担であ

る当該組合への調整負担金は、全額一般会計において措置することとなっているため、水道事業会計においては退職給付引当金を計上

せず、負担金拠出時に費用処理を行っている。 



 
 

（２）賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当およびそれに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担

に属する額を計上している。 

（３）貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権・貸倒懸念債権・破産更生債権等それぞれの貸倒実績率により、回収不能見込額を

計上している。 

４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ．キャッシュ･フロー計算書等関連 

１ 重要な非資金取引 

   該当事項なし 

Ⅲ．貸借対照表等関連 

１ 担保に供している資産及びこれに対応する債務 

   該当事項なし 

２ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して 1 年以内に償還予定のものも含む。）のうち、他会計が 

負担すると見込まれる額は 588,403,098 円である。 

３ 重要な係争事件に係る損害賠償義務等に関する事項 

   該当事項なし 

４ 引当金の取崩し 

（１）賞与引当金の取崩し 

令和 2 年度において、期末勤勉手当として 2,071,026 円を支給するため、賞与引当金 691,000 円を取り崩す。 

 



 
 

  （２）法定福利費引当金の取崩し 

     令和 2 年度において、期末勤勉手当として 385,202 円を支給するため、法定福利費引当金 129,000 円を取り崩す。 

（３）貸倒引当金の取崩し 

該当事項なし 

Ⅳ．リース契約により使用する固定資産 

１ リース会計に係る特例措置 

所有権移転外ファイナンス･リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

Ⅴ．重要な後発事象 

   該当事項なし 

Ⅵ．その他の注記 

該当事項なし 

 

 


